
保健医療部　における随意契約の実績　　（平成30年度３／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根拠）

契約の相手方の選定理由 その他

1
衛生環境
研究所

沖縄県衛生環
境研究所（旧大
里庁舎）の使用
廃止に伴う土
壌汚染状況調
査の詳細調査
業務委託

平成30年
11月2日

3,477,600
応用地質株式会社沖縄
営業所

沖縄県那覇市久米１－２
４－１３　ミネビル３階

第167条の２
第１項第６号

　本業務は、平成30年7月19日に一般競争入札
にて業務委託契約を締結した土壌汚染状況調
査の結果を受けて、より詳細に汚染土壌の分
布状況等を把握するための調査である。
　年度内に解体工事に着手するためには、本
業務の履行期間を短縮させる必要があり、ま
た、土壌汚染状況調査と本業務の連続性及び
一貫性を確保するためには、土壌汚染状況調
査を受注した応用地質株式会社に本業務を委
託した方が本業務の内容を的確に理解してい
るため、効率的かつ合理的である。
　以上の理由により、本業務については、土壌
汚染状況調査を受注した応用地質株式会社と
随意契約を締結した。

特命随意
契約

2
医療政策
課

医療機能の分
化連携推進事
業業務委託

平成30年
10月1日

16,150,000
一般社団法人沖縄県医
師会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川218-9

第167条の２
第１項第２号

　本事業の実施に当たっては、医師会等の関
係団体や有識者の助言を踏まえて実施する必
要があり、沖縄県医師会の持つ関係団体との
ネットワークや所属する医師の専門的な見識が
必要不可欠であるため。

特命随意
契約

3
医療政策
課

航空搬送拠点
臨時医療施設
備品売買契約

平成30年
12月13日

14,040,000 南西医療器株式会社
沖縄県浦添市城間4-2-
10

第167条の２
第１項第８号

競争入札に付したが落札者がなく、２回目、３回
目の入札にも落札者がなかったため、最低落
札者と随意契約を行った。



保健医療部　における随意契約の実績　　（平成30年度３／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根拠）

契約の相手方の選定理由 その他

4
健康長寿
課

平成30年度か
かりつけ歯科
医推進事業

平成30年
11月12日

1,384,000
一般社団法人　沖縄県歯
科医師会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川218番地1

第167条の２
第１項第２号

本事業の実施には歯科保健に関する専門知識
や歯科医師資格が必要であり、また、対象地区
が県内全域にまたがるため、全県的なネット
ワークを持ち、事業の実施が可能な専門団体
であることが求められる。下記(1)～(3)等の理由
により、沖縄県歯科医師会は本事業を適確か
つ効率的に実施できる団体であるため、契約の
相手方とした。
(1)歯科医師は、歯学に基づいて傷病の予防、
診断および治療、そして公衆衛生の普及を責
務とする医療従事者であり、その職務は歯科医
師法に規定されている。
(2)(一社）沖縄県歯科医師会は県内における唯
一の歯科医師の職能団体である。
(3)県内全域に(一社）沖縄県歯科医師会員がい
る。

特命随意
契約

5
地域保健
課

元号改正対応
に向けた精神
障害者保健福
祉台帳システ
ム改修委託業
務

平成30年
11月26日

2,527,200
株式会社創和ビジネス・
マシンズ

沖縄県那覇市泉崎二丁
目23番2号

第167条の２
第１項第６号

沖縄県精神保健福祉台帳システムの設計、開
発、保守は、同社が行っており、同一の者にシ
ステムや設備の維持管理等を履行させなけれ
ば、障害発生時の対処に支障を生じ、また、管
理責任の所在が不明確になるなど、契約目的
の達成が困難となるため。

特命随意
契約

6
国民健康
保険課

平成30年度沖
縄県国民健康
保険共同クラウ
ド推進業務委
託

平成30年
11月7日

16,323,228
沖縄県国民健康保険団
体連合会

沖縄県那覇市西３丁目14
番18号

第167条の２
第１項第２号

　本委託業務は、平成30年度国民健康保険制
度関係業務事業費補助金を一部財源として実
施するものであり、同補助金の交付要件とし
て、市町村事務処理標準システムのクラウド化
（以下「クラウド化」という。）に係る事業運営を、
国民健康保険団体連合会等の「事業運営主
体」へ委託することとされている。
　本県においては、沖縄県国民健康保険運営
方針において、沖縄県国民健康保険団体連合
会をクラウド化の「事業運営主体」として明記し
ており、同補助金を活用して事業を実施するた
め、沖縄県国民健康保険団体連合会と随意契
約を締結した。

特命随意
契約


